
危機管理課

調整・復興支援担当

8123

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B
別冊給与費 総務費 防災費 防災総務費 給与費

宣言項目

分野施策

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
分担金・負担金 諸 収 入

決定額 1,053,347 116,543 28,557 908,247 12,978

前年額 1,040,369 128,379 28,581 883,409

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

条例に基づき、職員に給与を支給する。

（１）給与費（一般職） 1,031,372千円

（２）給与費（再任用フルタイム）21,975千円

（１）事業説明
危機管理防災部の職員に給与を支給する。

（２）事業計画
ア 計上人数   116人
イ 給料 　471,129千円
ウ 職員手当等 　402,335千円
エ 共済費 　179,883千円

（県10/10）

普通交付税(単位費用）

前年との
対比

― 危機管理防災部 B ―



危機管理課

調整・復興支援担当

8123

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B
別冊給与費（会計年度任用職員） 総務費 防災費 防災総務費 給与費

令和元年度～  宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

条例に基づき、会計年度任用職員に給与を支給する。

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

普通交付税

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

 

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
分担金・負担金 諸 収 入

決定額 22,860 4,346 4,707 13,807 22,860

前年額 0 0

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

（１）事業説明
　危機管理防災部の会計年度任用職員に給与を支給する。

（２）事業計画
　ア　計上人員　9人
　イ　報酬　　 　14,375千円
　ウ　職員手当等　2,031千円
　　　（期末勤勉手当）
　エ　共済費      5,502千円
　　　（社会保険料）
　オ　旅費　　　　　952千円
　　　（費用弁償）

県（10/10）

前年との
対比

― 危機管理防災部 B ―



危機管理課、消防防災課

－危機管理防災部・B1,B4－

8132、8181

B1
B4

  9,500千円×1.4人＝13,300千円

３　地方財政措置の状況

  防災対策事業債　元利償還金の30%

１　事業概要

　首都直下地震などの大規模災害など種々の危機に備
え、県、市町村及び防災関係機関等が相互に連携して事
態に対応する体制を構築し、県の危機管理防災力を強化
する。

（１）想定シナリオ作成　　　　　　　　 7,233千円
（２）被災地支援体制の強化　　　　　　 2,124千円
（３）マルチディスプレイ等改修        64,776千円

事 業
期 間

（１）事業内容
　　　首都直下地震などの大規模災害など種々の危機に備え、県、市町村及び防災関係機関等が相互に連携して事
　　態に対処する体制を構築し、県の危機管理防災力を強化する。
　　ア　想定シナリオを作成するために要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,233千円
　　イ　被災地支援体制を強化するために要する経費　　　　　　　　　　　              　　　　 2,124千円
    ウ　マルチディスプレイ等改修に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　64,776千円

（２）事業計画
　　ア　想定シナリオを作成するために要する経費
　　　　他県事例を参考に大規模災害など県だけでは対応不能となる事態を想定し、必要となる事態対処体制につい
　　　てシナリオ作成検討会における検討等を通じて想定シナリオを作成するとともに、鋭意図上訓練を実施し更な
　　　る充実を図る。

　　　（想定される事態　例）
　　　　・大規模停電、内水氾濫、大規模断水　等

　　イ　被災地支援体制を強化するために要する経費
　　　　いつどこで起こるか分からない災害に対応するため、被災地において情報受発信が確実にできるよう、災害
　　　対策支部に17台のタブレット端末を整備する。

　　ウ　マルチディスプレイ等改修に要する経費
　　　　想定シナリオを危機・災害発生時に確実に生かせるようにするため、危機管理防災センター内本部会議室の
　　　マルチディスプレイ等を改修する。また、ＧＩＳを活用した被害状況の表示をできるよう災害オペレーション
　　　支援システムの機能強化を行う。

（３）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　想定シナリオを作成するに当たり、東京電力や防災科学研究所等の専門家に意見を聞くとともに、自衛隊や消
　　防等の関係機関を委員とするシナリオ作成委員会において、相互連携を図る。

５　事業説明

防災総務費総務費

020516

単位：千円
危機管理担当、災害対策担当

説明事業

03

令和 2年度予算見積調書　その１

令和 2年度～

一般会
計

担当名

課室名

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

防災費危機管理防災体制強化費
目

危機管理・防災体制の強化

大地震など危機への備えの強化宣言項目

危機管理強化費

番号 事業名

内線

災害対策基本法根 拠
法 令 分野施策

  （県10/10）

２　事業主体及び負担区分

会計 款 項

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比県　債

決定額 74,133 61,000

前年額 0 0

13,133 74,133



危機管理課

震災予防担当

8142

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B2
減災に向けた自助と共助の推進事業 総務費 防災費 消防防災費 震災予防のまちづくり事業費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
財産収入 諸 収 入

決定額 23,001 508 22,493 △7,157

前年額 30,158 500 332 29,326

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成26年度～ 根 拠
法 令

災害対策基本法第8条、震災予防のまちづくり条例第2条、22
条

　首都直下地震の発生が懸念される中、県民の自助の取
組を促進するとともに、自主防災組織の強化により共助
の取組を促進し、災害時の被害の軽減を図る。
（１）イツモ防災（自助の取組強化）事業   8,532千円
（２）自主防災組織育成事業 　　　　　　 11,540千円
（３）災害ボランティア団体支援事業　　　　 796千円
（４）減災目標現況調査費　　　　　　　　 2,133千円

（１）事業内容
ア イツモ防災（自助の取組強化）事業　 8,532千円、イ 自主防災組織育成事業　 　11,540千円
ウ 災害ボランティア団体支援事業 796千円、エ 減災目標現況調査費　  2,133千円

（２）事業計画
ア イツモ防災（自助の取組強化）事業　平成２９年度～令和３年度

“やってみよう”と思わせる情報を人から人へ伝えることで自助の取組の実施率を上げる。
住民と顔の見える関係にある市町村が主体となり、防災に無関心な層に自助の取組を分かりやすく伝えるため、イ

ベント等を活用したワークショップや防災講座（イツモ防災キャラバン）を全県に展開し、これを支援する。
　また、新たに作成した防災マニュアルブックの内容を伝えるための研修を実施する。

イ 自主防災組織育成事業　平成２９年度～令和３年度
自主防災組織の育成に取り組む市町村に対して、防災リーダー養成講座等の講師派遣や教材作成を行うことにより

支援する。また、自主防災組織の組織率の向上や活性化を目的とした市町村の事業に対して、財政支援を行う。
ウ 災害ボランティア団体支援事業　平成２９年度～令和３年度

災害時に自律的な支援活動を行う民間の災害支援団体（ボランティア団体、ＮＰＯ等）ネットワークと協力し、社
会福祉協議会と併せて３者の連携を図り、災害時に活動できる仕組みづくりを推進する。また、地域防災力の向上を
図るため、企業等に対して地域防災サポート企業・事業所への登録及び活動を促していく。

エ 減災目標現況調査費　令和２年度
埼玉県震災対策行動計画の減災目標に対する現状を調査し、計画の見直しに生かす。

（３）事業効果
ア 全世代で『イツモ』防災の意識や知識を持ち、命を守る３つの自助（家具固定、災害用伝言サービス、３日分以上
の水・食料の備蓄）を実施する県民の割合が毎年増加する。

イ 市町村が地域の特性や実情に応じて主体的に防災事業に取り組み、地域防災力の向上が図れる。
ウ 平時から県、社協、災害ボランティア団体ネットワークの三者連携を進めることで、大規模災害発生時に活動する
ボランティア団体の調整が可能となり、被災者支援活動の「漏れ、抜け、落ち、ムラ」を防ぐことができる。

エ 計画的に震災対策を推進することができ、震災対策の効率化に大きく貢献できる。

（県10/10）

9,500千円×4.0人＝38,000千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B2 ―



危機管理課

震災予防担当

8144

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B3
防災学習センター管理運営費 総務費 防災費 消防防災費 防災学習センター管理運営費

災害対策基本法 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料

決定額 79,914 42 79,872 42

前年額 79,872 62 79,810

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成 6年度～ 根 拠
法 令令和 2年度

　首都直下地震等の本県で起こりうる大規模災害で生命
を守るためには、災害が起こる前の平常時から、防災・
減災対策にを学ぶことにより、意識を高め、備えをして
おくことが重要である。
　そのために、防災学習センターを県民の防災学習の拠
点施設として運営し、県民に対し、日頃からの備えや災
害発生時の対処能力に関する学習の機会及び情報を提供
する。　

（１）事業内容
ア 防災学習センター管理運営費   79,914千円

(ｱ)指定管理に係る委託料 79,839千円
(ｲ)職員旅費 75千円　　

（２）事業計画
指定管理
平成28年度～令和2年度の５か年を指定管理期間として管理運営を委託している。

（３）事業効果
施設来館者数
平成29年度：47,163人、平成30年度：71,356人、令和元年度：70,000人（目標）

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
平成18年度から導入した指定管理について民間企業を指定

（５）その他
施設概要
・名 　称：埼玉県防災学習センター（場所：鴻巣市）
・開 　所：平成6年6月
・開館期間：火曜日～日曜日 （月曜日、年末年始休館）

（県10/10）

9,500千円×1.0人＝9,500千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B3 ―



消防防災課

災害対策担当

8181

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B7
防災体制整備費 総務費 防災費 消防防災費 防災体制整備費

災害対策基本法 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 127,358 92 127,266 △4,312

前年額 131,670 97 131,573

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成 8年度～ 根 拠
法 令

大規模災害発生時に迅速かつ的確に対応できるよう、県
の初動体制の強化を図る。
（１）支部の災害対策活動 262千円
（２）職員の初動対応確保 1,934千円　
（３）情報連絡室業務等 1,288千円
（４）防災関連システムの維持管理 　 120,344千円
（５）震災対応通信設備 915千円
（６）国、市町村、関係機関との連携 649千円
（７）災害時応援ネットワーク 171千円
（８）帰宅困難者対策 253千円
（９）災害情報の伝達強化 1,542千円

（１）事業内容
大規模災害等が発生した場合に、迅速かつ的確な災害対応を実施するため、県の初動体制の強化を図る。

ア 支部の災害対策活動に要する経費 　262千円
イ 職員の初動対応確保に要する経費 　1,934千円

災害対応に当たる職員の初動活動等の強化（三県知事会が連携して行う住家の被害認定研修、
災害対応専門研修参加、災害活動要員用防災服の整備、危機管理防災ハンドブックの作成等）

ウ 情報連絡室業務等に要する経費 　1,288千円
夜間・休日における職員の連絡体制の確保、情報連絡室業務で使用する通信機器等に要する経費

エ 防災関連システムの維持管理  120,344千円
「災害オペレーション支援システム」及び「震度情報ネットワークシステム」の保守及び管理等

オ 震災対応通信設備 　915千円
衛星携帯電話の通信費

カ 国、市町村、防災関係機関との連絡調整等 　649千円
キ 災害時応援ネットワークに要する経費  171千円

災害時応援ネットワークの運営（災害時応援協定事業者等との連携強化）
ク 帰宅困難者対策に要する経費 　253千円

都帰宅困難者対策協議会への参加、都・県合同防災訓練に係る経費
ケ 災害情報の伝達強化に要する経費 　1,542千円

情報伝達強化を確保するための通信機器・設備などの維持管理に係る経費
（２）事業計画

・災害対応のための待機班体制、情報収集体制、緊急体制、非常体制の実施
・災害オペレーション支援システム、震度情報ネットワークの維持管理
・九都県市首脳会議、三県知事会等における連絡調整

（３）事業効果
情報連絡室の設置状況　H28年度　43回、H29年度　49回、H30年度　47回、R1年度　179回（※R2.2.13現在）

（県10/10）

（包括算定経費）
（区分）2総務費(1)消防防災費

9,500千円×1.0人＝9,500千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B7 ―



予算額

― 危機管理防災部 B8 ―

財　　源　　内　　訳
一般財源

前年額

決定額 1,500

前年との
対比

1,500 △2,963

4,463

(単位：千円)

4,463

２　事業主体及び負担区分

020516
事 業
期 間

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

３　地方財政措置の状況
なし

03

（１）事業説明
　災害応急対応や被災者支援を迅速に行うには、災害情報の迅速な把握が不可欠である。ＳＮＳは、不特定多数のユーザ
ーが、見聞きした情報をその場で発信できるため、特に発災初期の情報収集において非常に有効である。
　一方で、膨大な量のＳＮＳ情報から県内の災害に関連する情報をいかに抽出できるかが課題となっている。
　このため、ＳＮＳ災害情報分析システムを活用し災害対応に必要な情報を絞り込み、効率的に有用な災害情報の収集を
行うものである。
 
（２）事業計画
　ＳＮＳ災害情報分析システムの導入に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,500千円
　膨大なＳＮＳ情報から災害対応に有用な情報を事象ごと場所ごとに整理して表示するＳＮＳ災害情報分析システムを導
入する。

５　事業説明１　事業概要
災害発生時の被害情報の収集強化を図るため、ＳＮＳ災
害情報分析システムを活用する。
（１）ＳＮＳ災害情報分析システム導入   1,500千円

（県10/10）

内線:

令和元年度～
令和 2年度

消防防災費
番号 事業名 会計 款 項

防災費ＳＮＳ災害情報分析システム活用事業費 一般会
計

総務費
B8

説明事業
防災体制整備費

目

危機管理・防災体制の強化
大地震など危機への備えの強化なし 宣言項目根 拠

法 令 分野施策

担当名:
課室名:令和 2年度予算見積調書 消防防災課

災害対策担当
8181



消防防災課

防災訓練担当

8188

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B9
災害対策用物資備蓄費 総務費 防災費 消防防災費 災害対策用物資備蓄費

災害対策基本法 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

なし

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 92,449 92,449 △1,535

前年額 93,984 93,984

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和52年度～ 根 拠
法 令

　災害時に物資を避難所等の被災者に迅速に支給するた
め、生活必需品、医薬品、食料品等を防災基地等に備蓄
する。

（１）災害用生活必需品対策事業費 1,388千円
（２）災害用医薬品対策事業費 9,029千円
（３）震災用食料品備蓄等対策費 80,655千円
（４）事前対策の推進事業費 1,377千円

（１）事業内容
災害時に避難所等の被災者に支給する生活必需品、医薬品、食料品等を防災基地等に備蓄する。

ア 災害用生活必需品対策事業費
県民の基本的な生活を確保するのに必要な生活必需品の購入等  1,388千円

イ 災害用医薬品対策事業費
災害時の医療活動を行うのに必要な医薬品の購入等  9,029千円

ウ 震災用食料品備蓄等対策費
保存期間が長くかつ調理不要な食料品の購入等  80,655千円

エ 事前対策の推進事業費
災害時の車中泊避難者用物資の購入  1,377千円　

　（２）事業計画
　地震被害想定調査で想定した東京湾北部地震による避難者数に対応することを基本とする。
　また、賞味期限や使用期限を迎える備蓄品を随時更新する。
ア 令和２年度

賞味又は使用期限を迎える備蓄品の更新
イ 令和３年度

賞味又は使用期限を迎える備蓄品の更新
ウ 令和４年度

賞味又は使用期限を迎える備蓄品の更新
（３）事業効果

防災基地等に現物で物資を備蓄しておくことで、災害時に迅速に被災者へ支給することができる。
（４）その他

前年度から変更した内容
ア 生活必需品の更新数量の変更
イ 医薬品の更新数量の変更
ウ 食料品の更新数量入の変更

（県10/10）

前年との
対比

― 危機管理防災部 B9 ―



消防防災課

 

 

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B10
防災ヘリコプター総合運航管理費 総務費 防災費 消防防災費 防災ヘリコプター運航管理費

消防組織法第３０条 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料 諸 収 入

決定額 703,275 360 702,915 △47,429

前年額 750,704 300 329 750,075

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成 2年度～ 根 拠
法 令令和 5年度

　防災ヘリコプターの円滑かつ効果的な運航を行うこと
により、防災体制の充実を図る。

（１）防災ヘリコプター運航費　　　　　658,797千円
（２）ヘリテレ通信管理費　　　　　　　 24,526千円
（３）活動用資機材購入費　　　　　　　 13,475千円
（４）防災航空センター運営費 　　　　　 4,601千円
（５）山岳遭難事故防止啓発事業　　　　  1,876千円

（１）事業内容
　　ア　防災ヘリコプター運航費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　658,797千円
　　　防災ヘリコプター運航管理委託、防災ヘリの修繕、部品・燃料等の購入
　　イ　ヘリテレ通信管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24,526千円
　　　ヘリコプターテレビ電送システムの点検委託
　　ウ　活動用資機材購入費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 13,475千円
　　　防災航空隊の災害活動に必要な活動用資機材等の購入
　　エ　防災航空センター運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 4,601千円
　　　旅費、会議・研修負担金
　　オ　山岳遭難事故防止啓発事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,876千円
　　　山岳での遭難事故防止のため、広報・啓発活動として啓発グッズ及びポスター、リーフレットの配布
（２）事業計画
　　　防災ヘリコプター３機のうち、常時２機の運航体制を整備し、機動力及び高速性を活かした各種災害活動
　　（火災、消火、救急、調査、救援）を行うことで、３６５日２４時間体制で、県民の安心・安全の確保に努める。
（３）事業効果
　　　防災ヘリコプター３機体制(常時２機体制)により、防災体制を盤石なものにできる。
　　　①困難な山岳救助事案では２機目を支援機として出場させることで、より安全な救助活動が可能
　　　②山林火災事案では２機同時出場させることで、より早期に消火が可能
　　　③県外の災害に応援出場中でも他の機体で県内の災害に対して滞りなく対応可能となる
　　　30年度（災害：96件　防災・自隊訓練：485件）29年度（災害：117件　防災・自隊訓練：448件）
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　防災ヘリコプターの運航体制は、全国初の方式（埼玉方式）で、県と市町村と民間の三位一体で運航している。
　　　①県：機体購入費、運航管理費を負担、②市町村：航空隊員を派遣、③民間航空会社：機体の操縦、整備、格納

（県10/10)

特別交付税
　あらかわ４（消防庁からの貸与機）の維持管理経費

9,500千円×2.9人＝27,550千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B10 ―



消防防災課

防災訓練担当

8186

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B11
九都県市合同防災訓練等開催費 総務費 防災費 消防防災費 九都県市合同防災訓練費

災害対策基本法第８条第２項 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 170,982 170,982 149,217

前年額 21,765 21,765

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和55年度～ 根 拠
法 令

　九都県市合同防災訓練等を実施し、関係機関の連携の
強化、災害対応力の向上及び県民の防災意識の高揚を図
る。
主な訓練計画は以下のとおり
（１）九都県市合同防災訓練　　　　　 170,654千円
（２）市町村防災訓練支援費　　　　　　　　28千円
（３）三県合同による支援物資輸送訓練　　 300千円

（１）事業内容
　　ア　九都県市合同防災訓練　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 170,654千円
　　　　関係機関の連携の強化、災害対応力の向上及び県民の防災意識の高揚を図る。
　　イ　市町村防災訓練支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28千円
　　　　市町村防災訓練の実施にあたり職員を派遣し支援する。
　　ウ　三県合同による支援物資輸送訓練　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　300千円　
　　　　三県知事会の枠組みを活用した首都機能バックアップの訓練を行う。

（２）事業計画
　　ア　第４１回九都県市合同防災訓練（埼玉県会場）　　実施時期：令和２年１１月１日　　会場：川口市
　　イ　実施時期：令和２年９月～令和３年１月　　20～25市町村予定
　　ウ　実施時期：令和２年１１月頃　　会場：熊谷防災基地

（３）事業効果
　　ア　防災関係機関の連携の強化、災害対応力の向上及び県民の防災意識の向上等
　　イ　市町村防災訓練の充実・強化
　　ウ　三県の連携強化と首都機能バックアップ体制の検証

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　民間の防災機関、ＮＰＯ団体等と連携した訓練の実施

（５）その他（前年度からの主な変更点
）
　　　なし

（県10/10）

9,500×1人＝9,500千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B11 ―



消防防災課

防災情報無線担当

3177

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B12
防災無線管理運営費 総務費 防災費 消防防災費 防災行政無線施設管理運営費

災害対策基本法　第８条 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 181,987 181,987 △11,669

前年額 193,656 193,656

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和52年度～ 根 拠
法 令

　防災行政無線施設の適切な運営管理を行う。
（１）総務省との連絡調整、諸手続及び検査等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,316千円
（２）無線通信施設の維持管理、保守業務、統制台  　
　　　操作補助業務及び衛星県庁地球局進行波管修繕　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　94,504千円
（３）専用回線使用料　　　　　　　　　　84,021千円
（４）ＪＣＩＳ、テクリス利用料　　　　　　 146千円

(１)　事業内容
　ア　総務省との連絡調整、諸手続及び検査等に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,316千円
　　　　総務省との連絡調整、諸手続、無線局定期検査の受検及び電波利用料等
　イ　無線通信施設の維持管理・保守業務、統制台操作補助業務及び衛星県庁地球局進行波管           94,504千円
　　修繕に要する経費　
　 (ｱ)　地上系及び衛星系防災行政無線施設の維持管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 (ｲ)　地上系及び衛星系防災行政無線施設の精密点検及び日常保守の委託等
 　(ｳ)　防災行政無線施設用発動発電機の保安規程に基づく点検委託
　 (ｴ)　統制台操作等補助業務の委託に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
   (ｵ)　衛星県庁地球局進行波管修繕に要する経費
　ウ　専用回線使用料に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 84,021千円
　　　　地上系防災行政無線の通信事業者回線使用料
　エ　ＪＣＩＳ、テクリス利用料に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　146千円
　　　　ＪＣＩＳ、テクリス利用料、ＲＩＢＣ利用料　　　　　

(２)　事業計画
　　　　地上系及び衛星系防災行政無線施設の適切な管理運用を行い、災害時においても県地域機関、市町村、消防本
　　　部、防災関係機関等の災害対策に係る重要機関と県庁間の通信手段を確保し、県民の生命・財産を守る。
(３)　事業効果
　　　　大規模災害等発生時には情報収集・伝達体制のための堅固な通信手段を確保するとともに、平常時は行政事務に
　　　活用することで、通信事業者回線の利用を抑制し、通信費の削減が可能となっている。東日本大震災発生時及びそ
　　　の後の計画停電時も問題なく運用した。
(４)　その他
　ア　東日本ブロック防災行政無線担当者会議開催地の変更（石川県→新潟県）
　イ　移動系無線局の再免許手続（５年に１回）
　ウ　衛星系保守点検の仕様変更（点検回数：年２回→年１回）
　エ　主任無線従事者の体制強化（主任無線従事者講習３名受講）

（県10/10）

2.5人×9,500千円=23,750千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B12 ―



消防防災課

防災情報無線担当

3177

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B13
防災無線通信連絡体制強化費 総務費 防災費 消防防災費 防災行政無線施設整備事業費

災害対策基本法第８条 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入 県　債

決定額 288,950 287,000 1,950 233,783

前年額 55,167 2 52,000 3,165

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成 7年度～ 根 拠
法 令

　災害時における正確かつ迅速な災害情報の収集・伝
達体制を確保するため、防災行政無線施設の計画的な
修繕・整備を実施する。

（１）防災行政無線局修繕等、災害拠点病院防災行政
　　　無線設備整備工事　　　　　 　　288,950千円

（１）事業内容
 　ア　防災行政無線局修繕工事、災害拠点病院防災行政無線設備整備工事　　　　　　　        288,950千円
　  (ｱ)　さいたま市立病院の新築棟への引越しに伴い、解体される旧棟の衛星系防災行政無線アンテナを移設
       する。
　  (ｲ)　小児医療センターほか計３病院が災害拠点病院に指定されたことから、防災行政無線の整備工事を行う。
　　　 また、戸田中央総合病院が災害拠点病院に指定される予定であることから、防災行政無線の設計及び整備
　　　 工事を行う。　 

（２）事業計画
　　　防災行政無線施設の計画的修繕等の実施並びに地域防災計画及び組織変更等に対応した防災行政無線施設
    の整備を行い、災害時における通信手段を整備・維持し、県民の生命・財産を守る。

（３）事業効果
　　　防災行政無線施設の修繕・整備等により、災害時における情報収集・伝達のための通信手段の維持並びに
    確保を行った。

（４）その他（前年度からの主な変更点）
　　　小児医療センターほか計３病院の防災行政無線設備整備工事
　　　戸田中央総合病院の防災行政無線設備の設計及び整備工事

（県10/10）

緊急防災・減災対策事業債・元利償還金の100%(災害拠
点病院防災行政無線設備整備工事)

9,500千円×2.0人＝19,000千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B13 ―



消防防災課

防災情報無線担当

3177

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B14
地上系防災行政無線施設再整備事業費 総務費 防災費 消防防災費 地上系防災行政無線施設再整備事業費

災害対策基本法第８条 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況（交付税）

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
分担金・負担金 県　債

決定額 1,453,988 369,180 1,084,000 808 △191,149

前年額 1,645,137 1,645,000 137

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成27年度～ 根 拠
法 令令和 2年度

　平成１４年度から運用している地上系防災行政無線の
老巧化に対応するため、再整備を行う。
（１）地上系防災行政無線施設再整備工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,453,988千円

（１）事業内容
　 ア　地上系防災行政無線施設再整備工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         1,453,988千円
　 　　平成１４年度から運用している地上系防災行政無線の老巧化に対応するため、再整備を行う。
（２）事業計画
　　　防災行政無線施設の計画的修繕等の実施並びに地域防災計画及び組織の変更等に対応した防災行政無線施設の整備
　　を行い、災害時における通信手段を整備・確保し、県民の生命・財産を守る。
　　　本事業は、27年度に基本設計、28年度に実施設計、29年度から4か年継続事業(総額約57億円)として工事を実施し
　　整備する計画。
（３）事業効果
　　　防災行政無線施設の整備により、災害時における情報収集・伝達のための通信手段を確保する。

　　　

（県10/10）

緊急防災・減災対策事業債・元利償還金の100%(多重無
線系工事)

9,500千円×1.3人＝12,350千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B14 ―



消防防災課

消防・調整担当

8151

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B15
若者を中心とした消防団加入促進ＰＲ事業費 総務費 防災費 消防防災費 消防行政推進費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 2,347 2,347 △689

前年額 3,036 3,036

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成30年度～ 根 拠
法 令

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律第４
条令和 2年度

　若者（大学生）が消防団活動に参加し、消防や地域防
災に関心を持つことで、将来において地域防災の担い
手となることが期待できることから、若者を中心とし
た（特に大学生に焦点を当てた）消防団加入促進ＰＲ
等を重点的に行う。

（１）広報強化事業　　　　　　　　　1,572千円
（２）消防団応援プロジェクト事業　　　775千円

（１）事業内容
　　　大学生などの若者が消防団活動に参加し、消防や地域防災に関心を持つことで、将来において地域防災の
　　担い手となることが期待できることから、若者を中心とした消防団加入促進ＰＲ等を重点的に行う。
　　ア　広報強化事業     　　　                                                        1,572千円
  　イ　消防団応援プロジェクト事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　775千円
（２）事業計画
　　ア　広報強化事業
　　　　消防団啓発広報の実施
　　　　・消防団ＰＲリーフレット及びＰＲ啓発品を配布することにより消防団の啓発を図る
　　　　・学生消防団員研修会を開催し、育成と連携強化を図る
　　　　・３５歳以下の若い消防団員の研修会及び交流会の実施
  　イ　消防団応援プロジェクト事業
　　　　消防団応援の店の拡充
　　　　・消防団応援の店のサイト運営・維持管理
　　　　・消防団応援宣言の店に係るチラシ等の郵送費
　　　　・消防団の応援に係るマグネットステッカーの作成
（３）事業効果
　　　消防団への加入促進が図られ、また、自らの地域は自ら守るという意識の啓発により地域防災力が向上する。
　　  県内学生消防団員数　平成31年度:237人（平成30年度:199人）→令和2年度末:348人
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　事業の実施に当たっては、（公財）埼玉県消防協会、各市町村、各消防団と連携し、職員のマンパワーを
　　活用する。

　（県10/10）

　9,500千円×0.8人＝7,600千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B15 ―



消防防災課

消防広域担当

8173

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B6
総務費 防災費 消防防災費 消防行政推進費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 170,717 170,717 0 170,717

前年額 0 0

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技大会消
防・救急体制整備費交付金

一般会
計

事 業
期 間

令和 2年度 根 拠
法 令

消防組織法第49条第3項

東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技
大会における消防・救急体制を強化するため、テロ災害
に備えた特殊装備を準備し、警戒態勢を敷く市町村に財
政支援を実施する。

（１）東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピッ
ク競技大会消防・救急体制整備費交付金　170,717千円

（１）事業内容
　　ア　東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技大会消防・救急体制整備費交付金　170,717千円
　　（ア）応援部隊の隊員の旅費・時間外等の諸手当等
　　（イ）応援部隊が応援出動のためにテロ対策資機材の購入に要する経費
　　（ウ）地元消防本部のテロ対策資機材の購入に要する経費

（２）事業計画
　　　交付申請（４月）
　　　交付決定（４月）
　　　額の確定（通年）

（３）事業効果
　　　東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技大会における消防・救急体制の充実強化が図られる。

（国10/10）

9,500千円×1.3人＝12,350千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B6 ―



消防防災課

消防広域担当

8172

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B16
消防広域化推進費 総務費 防災費 消防防災費 消防広域化推進費

消防組織法第３３条 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 1,747 1,747 △260

前年額 2,007 2,007

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成18年度～ 根 拠
法 令令和 6年度

　平成30年度に改定した埼玉県消防広域化推進計画に基
づき、消防本部の広域化を推進し、住民サービスの向上
、財政基盤の確立と行財政運営の効率化、消防体制の基
盤の強化を図る。そこで、広域化の実現に向け、関係市
町村や消防本部への説明、調整を行う。

（１）連絡調整会議の開催　　　　　115千円
（２）消防広域化推進委員会の開催　429千円
（３）協議組織設立・運営支援　　1,203千円

（１）事業内容
　　ア　連絡調整会議の開催等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 115千円
　　　　消防広域化の取組状況や他県・国の状況について各市町村・各消防本部を対象とした
　　　連絡調整会議を開催する。　　
　　イ　消防広域化推進委員会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 429千円
　　　　計画の改定にあたり、消防広域化推進委員会を開催し、協議する。
　　ウ　協議組織設立・運営支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,203千円
　　　　小規模消防本部の解消に向け、各ブロックの自主的な協議検討組織に対して、
　　　設立・運営に要する経費の一部を補助する。
　　　　また、小規模消防本部の広域化を促進するため、協議会や勉強会への参加を促す。
（２）事業計画
　　　埼玉県消防広域化推進計画に基づく広域化を実現するために、各市町村・各消防本部に
　　広域化を働きかける。
　　特に小規模消防本部の広域化実現に向け、協議会や勉強会の積極的な開催を促す。
（３）事業効果
　　　大規模災害等に対して的確・迅速に対応できるようになり、県民の安心・安全が図れる。
　　　平成28年度　消防本部訪問2回、県主催勉強会5回
　　　　　　　　　勉強会開催地域2地域
　　　平成29年度　消防本部・市町村訪問9回、県主催勉強会2回
　　　平成30年度　市町村訪問、県主催勉強会
　　　　　　　　　消防広域化推進委員会の開催3回
　　　　　　　　　埼玉県消防広域化推進計画の改定
　　　令和元年度　他県視察1回、消防本部・市町村訪問1回
　　　
（４）その他（前年からの変更点）
　　　連絡調整会議開催場所変更に伴う減　△116千円

（１）(県10/10)
（２）(県10/10)
（３）(県1/3)市町村等2/3

　普通交付税（包括算定）
　（区分）総務費　（細目）消防防災費
　（細節）消防防災費
　（内容）消防広域化推進費

9,500千円×1.3人＝12,350千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B16 ―



消防防災課

消防広域担当

8172

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B17
埼玉県特別機動援助隊教育訓練等事業費 総務費 防災費 消防防災費 埼玉県特別機動援助隊訓練費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 11,349 11,349 950

前年額 10,399 10,399

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成18年度～ 根 拠
法 令

消防組織法第29、30、43条

令和 7年度

　大規模災害発生時に県民の生命を守るため、平成18
年７月発足の埼玉県特別機動援助隊(埼玉ＳＭＡＲＴ)及
び緊急消防援助隊の効率的な運用を図る。実災害におけ
る救出・救助の連携強化のため、絶えず訓練を行う必要
がある。

（１）埼玉県特別機動援助隊教育訓練事業　 9,069千円
（２）埼玉県特別機動援助隊出動経費負担金 1,730千円
（３）緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練への参加等
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　 84千円
（４）緊急消防援助隊活動支援費　　　　　　 466千円

（１）事業内容
　　ア　埼玉県特別機動援助隊教育訓練事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,069千円
　　　　技術向上、連携強化を図るため、研修・訓練を実施する。
　　イ　埼玉県特別機動援助隊の出動経費を負担する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,730千円
　　ウ　緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練に参加（毎年開催）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 84千円
　　エ　緊急消防援助隊埼玉県大隊に対する後方支援体制の充実を図るため、物品等を提供する。　　　　　466千円
（２）事業計画
　　ア　基礎研修Ａ・Ｂ・Ｃ、応用研修、合同訓練の実施（通年）
　　イ　物品等の購入・配備（通年）
（３）事業効果
　　　県内外の大規模災害等への地域防災力の強化が図られる。
　　　平成28年度　ＳＭＡＲＴ基礎研修6回・応用研修1回・合同訓練1回・情報伝達訓練1回
　　　　　　　　　研修・訓練の参加者912人
　　　平成29年度　ＳＭＡＲＴ基礎研修6回・応用研修1回・合同訓練1回・情報伝達訓練2回
　　　　　　　　　研修・訓練の参加者873人
　　　平成30年度　ＳＭＡＲＴ基礎研修6回・応用研修1回・合同訓練1回・情報伝達訓練1回　
　　　　　　　　　研修・訓練の参加者1,000人
　　　令和元年度　ＳＭＡＲＴ基礎研修3回・応用研修1回・合同訓練1回・情報伝達訓練1回　
　　　　　　　　　研修・訓練の参加者856人
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　平成28年度からＳＭＡＲＴ合同訓練では看護学生が要救助者役として参加している。また、訓練参加協力団体から
　　訓練用事故車両の提供を受けた。
（５）その他（前年からの変更点）
　　　埼玉県特別機動援助隊出動経費負担金の新設に伴う増（1,730千円）
　　　埼玉ＳＭＡＲＴ登録隊充実強化事業資器材配備完了による減（△847千円）

　(県10/10)

　9,500千円×2.2人＝20,900千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B17 ―



消防防災課

 

548-5411

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B18
消防学校施設・設備整備等事業費 総務費 防災費 消防防災費 消防学校費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 15,015 15,015 △20,316

前年額 35,331 21,000 14,331

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成16年度～ 根 拠
法 令

消防組織法第29条及び51条

　教育訓練の実施に当たっては、安全性を確保し、実践
に即した教育訓練を実施する必要がある。そのため、保
有資器材を点検･修繕し､老朽化した資器材を更新する｡
　教育環境の整備を行うため、老朽化した学校設備の更
新・整備を行う。
（１）消防学校教育訓練資器材充実強化　12,253千円
（２）訓練施設の改修・設備整備費 　　  2,317千円
（３）教育訓練業務に要する経費　　　　　 445千円

（１）事業内容
　　ア　教育訓練資器材整備に要する経費　　　　         12,253千円
　　　(ｱ)　警防・救助訓練資器材　　    　　10,691千円
　　  (ｲ)　訓練用資器材修繕　　　　　　　 　1,562千円

　　イ　訓練施設の改修・設備整備に要する経費    　　    2,317千円
　　　(ｱ)　実火災訓練用資器材　　　　　　   1,590千円
　　　(ｲ)　施設・設備点検・処分等  　　  　　 727千円

　　ウ　教育訓練業務に要する経費　　　　　　　　　　　　　445千円

（２）事業計画
　　　ア　令和２年度　ボンベの更新
　　　イ　令和３年度　消防ポンプ車の更新、ボンベの更新
　　　ウ　令和４年度　消防ポンプ車の更新
（３）事業効果
　　　社会の消防に対する需要に的確に対応できるよう、消防職員の技術を向上させることで、災害等から県民の生命・
　　財産を守り、県民の安心安全に資することができる。
　　　教育訓練実施状況
　　　　平成29年度　初任教育288人　専科教育他627人　消防団教育780人
　　　　平成30年度　初任教育292人　専科教育他634人　消防団教育717人
　　　　令和元年度　初任教育286人　専科教育他715人　消防団教育994人（予定）
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　高度・特別高度救助訓練において、川口市消防局の資器材を借用し、訓練を実施している。
（５）その他（前年からの変更点）
　　　救急科の教育委託を消防学校教育訓練費へ移行

　（県10/10）

　なし　　　
　　

　（人件費）9,500千円×5.5人＝52,250千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B18 ―



消防防災課

消防・調整担当

8151

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B19
消防防災関係団体補助 総務費 防災費 消防防災費 消防防災関係団体補助

消防組織法第２９条第５号 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 5,040 5,040 0

前年額 5,040 5,040

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和24年度～ 根 拠
法 令

公益財団法人埼玉県消防協会の事業運営を一層強化充実
し、消防団活動、消防思想の普及・啓発、及び消防諸団
体との連携強化を促進する。

（１）公益財団法人埼玉県消防協会補助　 5,040千円
　　ア消防諸団体との連絡調整
　　イ消防団員の表彰（毎年：１０月～１１月に実施）
　　ウ消防職団員の慰霊（毎年：１１月実施）
　　エ消防団員の教育訓練
　　オ消防操法大会の開催（隔年実施）

（１）事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,040千円
　　　消防団活動、消防思想の普及・啓発及び消防諸団体との連携強化を促進するため、
　　公益財団法人埼玉県消防協会に対して補助を行う。

（２）事業計画
　　　ア消防諸団体との連絡調整
　　　イ消防団員の表彰　（毎年：１０月～１１月に実施）
　　　ウ消防職団員の慰霊（毎年：１１月実施）
　　　エ消防団員の教育訓練
　　　オ消防操法大会の開催

（３）事業効果
　　　消防諸団体、特に消防団との連絡調整を図ることにより、市町村消防体制の充実強化が図られる。

　　　※協会に対する補助実績
　　　　平成２９年度　5,040千円　平成３０年度　5,040千円　令和元年度　5,040千円

（４）その他
　　　変更点なし

(県10/10)

　普通交付税（包括算定）
　（区分）総務費　（細目）消防防災費
　（細節）消防防災費
　（内容）消防防災関係団体補助

9,500千円×0.5人＝4,750千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B19 ―



消防防災課

災害対策担当

8181

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B5
被災者支援事業費 総務費 防災費 消防防災費 被災者支援事業費

被災者生活再建支援法、災害救助法、災害対策基本法 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 180,600 72,700 107,900 75,000

前年額 105,600 35,200 70,400

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成26年度～ 根 拠
法 令

平成25年9月に県内で発生した竜巻災害における制度上
の課題を契機に、被災者生活再建支援法、災害救助法で
救済されない市町村や被災者に対し、県及び市町村相互
扶助制度により支援を行う。

（１）被災者支援事業費　　　105,600千円
（２）半壊特別給付金　　　　 75,000千円

（１）事業内容
　　　　平成25年9月に発生した竜巻災害における制度上の課題を契機に、被災者生活再建支援法、災害救助法では
　　　救済されない市町村や被災者に対し、県及び市町村相互扶助制度により支援を行う。
　　　　ア　被災者支援事業費　　　　  　105,600千円(うち県負担分70,400千円、市町村負担分35,200千円）
　　　　（ア）県・市町村生活再建支援金　 98,400千円(うち県負担分65,600千円、市町村負担分32,800千円）
　　　　（イ）県・市町村家賃給付金　　  　7,200千円(うち県負担分 4,800千円、市町村負担分 2,400千円）
　　　　イ　半壊特別給付金　　　　　　　 75,000千円(うち県負担分37,500千円、市町村負担分37,500千円）
（２）事業計画
　　　ア　平成26年度以降、毎年度、県は当初予算で計上(105,600千円)
　　　　　うち、35,200千円（1/3相当額）は63市町村から負担金を受入れ
　　　イ　令和２年度以降、毎年度、県は当初予算で計上（ 75,000千円）
　　　　　うち、37,500千円（1/2相当額）は63市町村から負担金を受入れ
（３）事業効果
　　ア（ア）被災者生活再建支援法の対象から漏れてしまった被災者を救済することができる。
　　　　　（同一の自然災害であっても、被災者生活再建支援法が適用されない市町村における被災者、あるいは
　　　　　　支援法が適用される市町村がない小規模な災害での被災者への救済が可能）
　　  （イ）特別な理由により、民間賃貸住宅を借りる必要がある全壊・半壊世帯に対する支援を行うことができる。
　　　　　（災害救助法では被災者に民間賃貸住宅を提供する場合を厳しく限定
　　　　　　→本制度により、通院や介護、子どもの学区変更等を考慮した被災者の生活実態に合った救済が可能）
　　イ　　　災害救助法の対象から漏れてしまった被災者を支援することができる。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　ア、イ　県、市町村の相互扶助制度による被災市町村の負担軽減

（５）事業の変更点
　　　令和２年度から、半壊世帯を対象とした半壊特別給付金を新設する。

(１)県2/3、市町村1/3
(２)県1/2、市町村1/2

　特別交付税
　特別交付税に関する省令第６条第１項第６号
　（生活再建支援金の支給額の1/2）

　9,500千円×0.3人＝2,850千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B5 ―



予算額

― 危機管理防災部 B20 ―

財　　源　　内　　訳
一般財源

前年額

決定額 52,684 52,684

前年との
対比分担金・負担金 諸 収 入

0 △68,354

460120,578121,038

(単位：千円)

0

２　事業主体及び負担区分

020516
事 業
期 間

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
 

３　地方財政措置の状況
　なし

03

(1)事業内容
　　　東日本大震災等による県内の避難者に対し、応急仮設住宅を提供する。
　　ア　民間賃貸住宅借上げ事業　　　　　　　　　　　　　　　　　                  49,592千円
　　　(ｱ)　対象戸数：62戸
　　　(ｲ)　費　　用：賃料、事務費等
　
　　イ　県営住宅事業特別会計繰出金　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　  3,092千円
　　　(ｱ)　対象戸数： 5戸
　　　(ｲ)　費　　用：近傍同種家賃を参考とする家賃　＋　修繕費　＋　設備に係るリース料
(2)事業計画
　　　災害救助法に基づき、東日本大震災等の避難者に対して民間賃貸住宅の借上げ等により賃貸型応急住宅を供与す
　　る。
(3)事業効果
　　　平成30年度末の入居戸数
　　ア　民間賃貸住宅　    134戸
　　イ　国家公務員住宅　    2戸
　　ウ　県営住宅　　　　　 13戸

５　事業説明１　事業の概要
　東日本大震災等に伴い埼玉県内に避難した方に対し、
埼玉県が民間賃貸住宅を借り上げるなどして住まいを提
供する。
（１）民間賃貸住宅借上げ事業
　　 　　　                          49,592千円
（２）県営住宅事業特別会計繰出金
 　　　　　　　　　　　　        　   3,092千円

県（被災県10/10）

内線:

平成23年度～
令和 2年度

救助費
番号 事業名 会計 款 項

災害救
助費

大規模災害対策事業費 一般会
計

民生費
B20

説明事業
大規模災害被災者受入事業費

目

危機管理・防災体制の強化
大地震など危機への備えの強化災害救助法第4条 宣言項目根 拠

法 令 分野施策

担当名:
課室名:令和 2年度予算見積調書 住宅課

マンション担当
5573



消防防災課

災害対策担当

8182

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B21
大規模災害市町村等繰替支弁費負担金 民生費 救助費 大規模災害市町村等繰替支弁費負担金

災害救助法 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
分担金・負担金

決定額 7,321 7,321 0 △320

前年額 7,641 7,641 0

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

災害救
助費

事 業
期 間

平成23年度～ 根 拠
法 令令和 2年度

　東日本大震災等による被災県からの避難者の受入れに
かかった費用を市町村へ支払う。費用は災害救助法に基
づき被災県へ求償する。

（１）大規模災害市町村等繰替支弁負担金　　
　　　　　　　　　　　 　　　　　7,321千円

（１）事業内容
　　　　東日本大震災等による被災県からの避難者の受入れにかかった費用を被災県に求償し、市町村へ支払う。　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,321千円

（２）事業計画
　　　　災害救助法に基づく被災県からの要請を受け、避難者支援を行う。

（３）事業効果
　　　　避難者受入れにかかった費用を市町村に支払うことにより、円滑な避難者支援をする。　　　　

（４）その他
　　　　県内市町村において実施する救助の種類は、災害救助法に基づき被災県から救助要請を受けている賃貸型応急住
　　　宅の供与（既設の公営住宅及び民間賃貸住宅の借上げ）である。

県（被災県 10/10）

9,500千円×1.0人＝9,500千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B21 ―



消防防災課

災害対策担当

8182

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B22
災害救助事業特別会計繰出金 民生費 救助費 災害救助事業特別会計繰出金

災害救助法 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 13,100 13,100 △126,900

前年額 140,000 140,000

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

災害救
助費

事 業
期 間

平成30年度～ 根 拠
法 令令和 2年度

災害発生時の救助費用の財源に充てるため、災害救助法
に規定された災害救助基金の積立を行う。
災害救助法に規定される最少額に対する不足分を充当す
る。
（１）災害救助事業特別会計繰出金　　13,100千円

（１）事業内容
　　　災害救助法においては、県は災害救助費用の財源に充てるため災害救助基金を積み立てなければならないことと
　　されている。あわせて、基金には最少額が定められており、その最少額に達していない場合は積み立てなければな
　　らない。
　　　そこで、法に規定される最少額に対する不足分を充当する。

（２）事業計画
　　　災害救助基金への積立（令和２年度）

（３）事業効果
　　　大規模災害発生時に、財源を準備することとなり、円滑に救助を行うことができる。

（４）その他
　　　災害救助基金について、災害救助法に規定される額との差額13,100千円を充当する。
　　　

（県10/10）

9,500千円×0.1人＝950千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B22 ―



化学保安課

　企画・高圧ガス、液化石油ガス

 8443

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B23
高圧ガス保安対策助成費 商工費 高圧ガス等保安対策助成費

宣言項目   

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 160 160 0

前年額 160 160

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

商工業
費

銃砲火薬ガス
等取締費

事 業
期 間

昭和45年度～ 根 拠
法 令

冷凍設備自主保安検査事業費補助金交付要綱、液化石油ガス
製造施設自主保安検査事業費補助金交付要綱

　業界団体が行う自主保安検査を支援することにより、
団体傘下の事業所に高い保安意識を維持させ、事故を未
然に防止する。

　(１)冷凍設備自主保安検査事業　　　　　　　80千円
　(２)液化石油ガス製造設備自主保安検査事業　80千円

（１）事業内容
　　ア　冷凍設備自主保安検査事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80千円
　　　　埼玉県冷凍設備保安協会へ補助金を交付(補助率1/2以内)
　　　　　　　
　　イ　液化石油ガス製造設備自主保安検査事業　　　　　　　　　　　　　　80千円　
　　　　（一社）埼玉県ＬＰガス協会へ補助金を交付(補助率1/2以内)　　　　　　　

（２）事業計画
　　　業界団体が行う自主保安検査を支援することにより、団体傘下の事業所に高い保安意識を維持させ、事故を
　　未然に防止する。

（３）事業効果
　　ア　埼玉県冷凍設備保安協会の実績　　　　28年度　　　29年度　　　30年度
　　　　　　　　自主保安検査実施件数　　　　 153件    　 154件    　 119件
　　　　　　　　　自主保安検査の経費　　　　 697千円     680千円     523千円
　　　　　　　　　　　　　　　会員数　　　　 189　　　　 175　　　　 171   

　　イ　埼玉県LPガス卸売協議会の実績　　　　28年度　　　29年度　　　30年度
　　　　　　　　自主保安検査実施件数　　　　　39件        36件        40件
　　　　　　　　　自主保安検査の経費　　　 　182千円　　 182千円　　 182千円
　　　　　　　　　　　　　　　会員数　　　　　46          46          45

　　ウ　高圧ガス災害事故件数　　　　28年度　　　29年度　　　  30年度
　　　　　　　　　　　埼玉県　　　　  34件        22件          27件
　　　　　　　　　　　全　国　　　　 576件       509件         567件

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　業界団体の検査員を活用して、自主保安検査を実施させ事故防止を図る。

　(県10/10)

　9,500千円×0.2人＝1,900千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B23 ―



化学保安課

　火薬・電気担当

 8435

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B24
埼玉県火薬類保安協会運営助成費 商工費 高圧ガス等保安対策助成費

火薬類自主保安事業運営費補助金交付要綱 宣言項目   

分野施策 020516 危機管理・防災体制の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 150 150 0

前年額 150 150

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

商工業
費

銃砲火薬ガス
等取締費

事 業
期 間

昭和45年度～ 根 拠
法 令

　火薬類の事故等の防止のため自主保安の推進に努めて
いる埼玉県火薬類保安協会に対して、その運営の充実・
強化を図るため助成を行う。

（１）埼玉県火薬類保安協会運営助成費　150千円

（１）事業内容
　　ア　埼玉県火薬類保安協会運営助成費　　　　150千円
　　　　補助金を交付する。　　　　　　　　　　　　　

（２）事業計画
　　　火薬類の事故、盗難、不正流通防止のため、研修会等を実施し、自主保安の推進に努めている埼玉県火薬類保安
　　協会の運営の充実・強化を図る。
　　
（３）事業効果

　　ア　埼玉県火薬類保安協会　　　　　28年度　　　　　29年度　　　　　30年度
　　　　　　　　　　総事業費　　　   7,887千円　　　 9,058千円　　　 7,349千円
　　　　　　　　　　　会員数　　　　　  70　　　　    　68            　67

　　イ　火薬類の県内事故件数　　　　　28年度　　　　　29年度　　　　　30年度
　　　　　　　　　　　　　　　　   　　2件   　　   　 1件　　　　   　1件

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　業界団体の保安指導員を活用して、自主的な保安検査を実施させ事故防止を図る。

　（県10/10）

　9,500千円×0.5人＝4,750千円

前年との
対比

― 危機管理防災部 B24 ―
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